
 

 
第第33節節  我我がが国国ににおおけけるる農農業業⽣⽣産産資資材材供供給給のの状状況況  

 
 
農業⽣産に必要な肥料や飼料等の農業⽣産資材については、輸⼊価格の⾼騰や原料供給

国からの輸出の停滞等の安定供給を脅かす事態が⽣じるなど、⾷料安全保障上のリスクが
増⼤しています。このため、輸⼊依存度の⾼い農業⽣産資材について、未利⽤資源の活⽤
を始め、国内で⽣産できる代替物へ転換していくことが重要となっています。 

本節では、農業⽣産資材の安定確保に向けた取組や価格⾼騰への対応について紹介しま
す。 
  
((肥肥料料のの供供給給状状況況))  

主要な肥料の原料となる資源は、世界に偏在しており、りん酸アンモニウムの主な原料
であるりん鉱⽯はモロッコ、中国、エジプト等が、塩化加⾥の主な原料である加⾥鉱⽯は
カナダ、ベラルーシ等が世界の経済可採埋蔵量の⼤半を占めています。 

このような中、我が国は主要な肥料原料である尿素、りん酸アンモニウム及び塩化加⾥
のほとんどを輸⼊に依存しています。 

令和3(2021)年秋以降、中国による肥料原料の輸出検査の厳格化やロシアによるウクラ
イナ侵略の影響により、これらの国から我が国への肥料原料の輸⼊が円滑に進まなくなり
ました。これを受け、我が国においても、輸⼊業者が調達国を転換する取組を進めており、
その結果、例えばりん酸アンモニウムでは、中国からの輸⼊割合が90％から73％まで減り、
代わって、モロッコ等からの輸⼊が増えています(図図表表11--33--11)。 

 

 

図表1-3-1 我が国の主な肥料原料の輸⼊相⼿国 
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資料：農林⽔産省作成 
注：1) 肥料年度は、当該年の7⽉から翌年6⽉までの期間 

2) 全輸⼊量には、国産は含まれない。 
3) ⼯業⽤仕向けのものを除く。 

 

 
 

((鶏鶏⾁⾁のの⽣⽣産産量量はは前前年年度度にに⽐⽐べべ増増加加、、鶏鶏卵卵のの⽣⽣産産量量はは前前年年度度にに⽐⽐べべ減減少少))  
令和5(2023)年度の鶏⾁の⽣産量は、安定した需要が継続していることを背景として、

前年度に⽐べ0.5%増加し169万tとなりました(図図表表11--22--3300)。 
⼀⽅、令和5(2023)年度の鶏卵の⽣産量は、令和4(2022)年シーズンの⾼病原性⿃インフ

ルエンザの⼤規模発⽣の影響により、前年度に⽐べ3.1%減少し247万8千tとなりました(図図
表表11--22--3311)。 

 

 

図表1-2-30 鶏⾁の⽣産量 

資料：農林⽔産省「⾷料需給表」 

図表1-2-31 鶏卵の⽣産量 

資料：農林⽔産省「⾷料需給表」 
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資料：倉持ピッグファウム株式会社 

 
((11))育育種種かからら肥肥育育ままででここだだわわっったた養養豚豚⼀⼀貫貫経経営営  
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産・販売を⾏っていましたが、倉持

くらもち
勝

まさる
さんが社⻑として経営を受け継

ぎ、平成17(2005)年から種豚の⽣産・販売から、⾁豚の繁殖、肥育、そ
して、最終的な豚⾁の加⼯まで⾃社で⼀貫して⾏えるよう経営の多⾓化
を図りました。 

繁殖から加⼯まで⼀貫して⾏うことで、⾃社ブランドを構築できる可
能性を⾒いだし、⾁質の研究と改良を重ね、3か⽉齢時から出荷するま
で地元の飼料⽤⽶を中⼼とした独⾃の植物性の飼料を⽤いることで、⾚
⾝にはアミノ酸が、脂肪の部分にはオレイン酸が多く含まれるさっぱり
とした味わいが特徴の⾃社ブランドの豚⾁を作り上げました。 

 
((22))直直売売所所「「ぶぶぅぅーーぶぶーー〜〜豚豚職職⼈⼈⼯⼯房房〜〜」」ををオオーーププンン  

お客様に直接おいしさを届けたいという思いから、同社は、加⼯部⾨
として平成28(2016)年に直売所「ぶぅーぶー〜豚
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〜」をオー
プンしました。⾷⾁学校で加⼯技術を学んだ⼆男の暁

とし
成
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さんが製造を担
当しており、モモ等の余りやすい部位の⾁は、ハンバーグやウインナー
等の加⼯品にして販売するなど⼯夫しています。また、近年は商品ライ
ンナップを増やすことにより、ECサイトでの販売に⼒を⼊れており、
ECサイトの売上げが直売所の売上げを上回る⽉もあるとのことです。 

今後同社は、更なる⺟豚の増頭や直売所・ECサイトの売上向上を⽬指
しており、地域と連携したブランド豚や6次産業化による経営多⾓化の
取組は、全国の養豚場の規範になることが期待されています。 
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⽉末時点で、りん酸アンモニウムは2.4か⽉分、塩化加⾥は3か⽉分の備蓄体制を構築しま
した。 

 
((農農薬薬のの供供給給状状況況))  

我が国では、農薬製剤の⼤部分、農薬原体の相当量を国内⽣産し、双⽅とも輸出を⾏っ
ており、⽐較的供給途絶リスクの⼩さい農業⽣産資材と⾔えます(図図表表11--33--44)。農薬原体の
輸⼊先国については、インド、ドイツ、⽶国等が上位を占めていますが、全体で30近い国・
地域から輸⼊されており、輸⼊先は分散しています。 

 

 
 

((種種苗苗のの安安定定供供給給))  
穀物、果樹の種苗は、ほぼ全量国内で⽣産されている⼀⽅、野菜種⼦については、国内

流通の約9割が国外で⽣産されています。これは、我が国の種苗会社が、良質な種⼦を安
定的に供給するため、種⼦⽣産に適した北半球・南半球の複数国でリスクを分散して⽣産
を⾏っていることによるものです。くわえて、種苗会社が約1年分を国内で備蓄すること
により、安定供給体制は⼗分に確保されています。 

農林⽔産省では、このような安定供給体制をより盤⽯なものとするため、近年の気候変
動による採種適地の変化等に備えた採種地の開拓を推進するとともに、国内の採種農家の
⾼齢化等を踏まえた効率的な採種技術の開発・実証を進めることとしています。 
 

図表1-3-4 令和5(2023)農薬年度における農薬の需給状況 

資料：⼀般社団法⼈⽇本植物防疫協会「農薬要覧2024」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和5(2023)農薬年度とは、令和4(2022)年10⽉〜5(2023)年9⽉までの期間 

2) 農薬製剤の20.8万tは、国内出荷量の数値 

インド 22%
ドイツ 21%
⽶国 20%

ベルギー 23%
マレーシア 18%
フランス 11%

・製剤は⼤部分、原体も相当量を
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・供給減少リスクに対して⼀定の対
 応が図られている。

農薬製剤 20.8万t 1.4万t 3.0万t

農薬原体 5.4万t 2.6万t 1.7万t

形態 国内⽣産量 輸⼊量 概要輸出量 主要輸⼊先国

 

((肥肥料料原原料料のの輸輸⼊⼊通通関関価価格格はは令令和和55((22002233))年年11⽉⽉以以降降、、おおおおむむねね下下落落基基調調))  
肥 料 原 料 の 輸 ⼊ 通 関 価 格 は 、 令 和

3(2021)年以降、上昇傾向にある中で、ロ
シアによるウクライナ侵略等の要因も重な
り、尿素は令和4(2022)年4⽉に過去最⾼値
となる11万7千円/t、りん酸アンモニウムは
令和4(2022)年7⽉に過去最⾼値となる16
万7千円/t、塩化加⾥は令和4(2022)年10⽉
に過去最⾼値となる16万1千円/tとなるな
ど価格が急騰しました(図図表表11--33--22)。その後、
国際的な需要の落ち着き等を背景として、
令和5(2023)年1⽉以降はおおむね下落基
調となりましたが、今後も需給動向を注視
する必要があります。 
 

 
 

また、我が国の農業⽣産資材価格指数
(肥料)は、令和3(2021)年以降、上昇傾向
で推移し、令和5(2023)年4⽉には155.3
まで急騰しましたが、その後はやや落ち
着いてきています(図図表表11--33--33)。 

肥料価格は、農業経営に影響を及ぼす
ことから、今後も国際情勢等を含め、価
格動向を注視していく必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

((肥肥料料原原料料のの備備蓄蓄のの取取組組をを⽀⽀援援))  
肥料は原料の⼤部分を輸⼊に依存していることから、世界的な穀物需要の増加や紛争の

発⽣等の国際情勢の変化により、供給途絶リスクが顕在化しています。 
このため、令和4(2022)年5⽉に成⽴した経済安全保障推進法1に基づく特定重要物資とし

て肥料を指定し、特に供給途絶リスクの⾼い肥料原料であるりん酸アンモニウムと塩化加
⾥を対象に、令和9(2027)年度までに年間需要量の3か⽉分の備蓄体制を構築することを⽬
標に、肥料関係事業者における原料保管に係る取組を⽀援しています。令和6(2024)年11

 
1 正式名称は「経済施策を⼀体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律」 

図表1-3-3 農業⽣産資材価格指数(肥料) 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 令和2(2020)年の平均価格を100とした各年各⽉の数値 

2) 令和6(2024)、7(2025)年は概数値 
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標に、肥料関係事業者における原料保管に係る取組を⽀援しています。令和6(2024)年11

 
1 正式名称は「経済施策を⼀体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律」 

図表1-3-3 農業⽣産資材価格指数(肥料) 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 令和2(2020)年の平均価格を100とした各年各⽉の数値 

2) 令和6(2024)、7(2025)年は概数値 
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((飼飼料料作作物物のの収収穫穫量量はは前前年年産産にに⽐⽐べべ減減少少))  
飼料作物のTDNベースの収穫量については、令和5(2023)年産は⽔⽥において牧草から

稲発酵粗飼料⽤稲(稲WCS1)や⾷⽤の⻨への転換が進められたこと等から、前年産に⽐べ
2.2%減少し336万4千TDNtとなりました(図図表表11--33--66)。 

また、令和6(2024)年産の飼料作物の作付⾯積は、前年産に⽐べ0.8%減少し87万7千ha
となりました。 

 

 
 

1 Whole Crop Silageの略で、実と茎葉を⼀体的に収穫し、乳酸発酵させた飼料のこと 

図表1-3-6 飼料作物の作付⾯積と収穫量 

資料：農林⽔産省「耕地及び作付⾯積統計」、「作物統計」、「新規需
要⽶の取組計画認定状況」を基に作成 

注：1) 収穫量は農林⽔産省「作物統計」等を基にした推計値 
2) 稲WCSの作付⾯積は、農林⽔産省「新規需要⽶の取組計

画認定状況」の稲発酵粗飼料⽤稲の数値 

⻘⻘刈刈りりととううももろろここしし⽣⽣産産のの推推進進  
URL：https://www.maff.go.jp/j/chikusan/sinko/ 

lin/l_siryo/aogari_corn.html 
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図表1-3-5 飼料穀物の品⽬別輸⼊量の割合、とうもろこしの国別の輸⼊割合 

資料：財務省「貿易統計」 
注：令和5(2023)年度の数値 
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((飼飼料料のの供供給給状状況況))  
令和5(2023)年度の畜産における飼料供給量は、概算で2,369万3千TDN1tとなっており、

⾃給率が⾼い粗飼料が20%、⾃給率が低い濃厚飼料が80%となっています。飼料穀物の輸
⼊量は1,286万tで、そのうちとうもろこしが約9割となっています(図図表表11--33--55)。とうもろ
こしの輸⼊については、⽶国とブラジルで約9割を占めている状況です。飼料穀物の不測
の事態に備え、配合飼料メーカー等が、飼料穀物の需要量の約1か⽉分に相当する100万t
を備蓄しています。 

 

 
1 Total Digestible Nutrientsの略で、家畜が消化できる養分の総量 

資料：農林⽔産省作成 

((ココララムム))  国国内内種種苗苗会会社社がが野野菜菜種種⼦⼦のの安安定定供供給給にに向向けけてて取取組組をを展展開開  
我が国の種苗会社には、グローバル企業も多く、170か国以上に向けて野菜種⼦を販売している

会社もあります。 
野菜種⼦の品質として、特に発芽⼒が収穫の出来具合に⼤きく影響しますが、このような種⼦の

能⼒の確保は、採種地選びが命運を握っていると⾔っても過⾔ではありません。種苗会社が野菜種
⼦の新たな採種地の候補を検討する際は、まずはその野菜の原産地やその時点で野⽣種が存在する
場所を考慮します。例えば、にんじんの原産地は、アフガニスタン周辺です。また、令和6(2024)
年時点で野⽣にんじんが存在する場所は世界に幾つかあり、いずれも極端な冬の寒さがなく、春か
ら夏にかけて穏やかな天候で乾燥している地域です。 

種苗会社は、このような場所の中から、他品種と交雑しない⽴地条件か、⽣産に適した⽇照・気
温・⾬量・⼟壌条件か、周囲に病害の発⽣要因となる植物等がいないか、農業者の採種技術等の栽
培インフラや輸送インフラが適切かどうかなどの環境条件を確認しながら候補地を選んでいます。
候補地では、実際に栽培試験を⾏い、計画どおりに開花・交配が可能か、混⼊や交雑をしないか、
必要な量や品質を確保できるかなどについて確認を⾏います。このような⾏程を経て、採種地が適
切と確認できたら、種苗会社は我が国から原種を持って⾏き、本格的に栽培を開始します。 

このように、我が国の種苗会社は、世界各地に野菜種⼦の採種地を分散し、発芽が良く、病原菌
の付着や異物の混⼊がなく、⽬的とした形質や性質を発揮できる⾼品質な野菜種⼦を安定的に供給
することを⽬指した活動を⾏っています。 

種種苗苗⽣⽣産産のの流流れれ  

野菜・花き

種苗会社が
委託した

国内の採種⽣産者

種苗会社が
委託した

海外の採種⽣産者

国内の種苗会社国内の種苗会社 ⽣産者
(農家等)
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((飼飼料料作作物物のの収収穫穫量量はは前前年年産産にに⽐⽐べべ減減少少))  
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また、令和6(2024)年産の飼料作物の作付⾯積は、前年産に⽐べ0.8%減少し87万7千ha
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1 Whole Crop Silageの略で、実と茎葉を⼀体的に収穫し、乳酸発酵させた飼料のこと 

図表1-3-6 飼料作物の作付⾯積と収穫量 

資料：農林⽔産省「耕地及び作付⾯積統計」、「作物統計」、「新規需
要⽶の取組計画認定状況」を基に作成 

注：1) 収穫量は農林⽔産省「作物統計」等を基にした推計値 
2) 稲WCSの作付⾯積は、農林⽔産省「新規需要⽶の取組計

画認定状況」の稲発酵粗飼料⽤稲の数値 
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((農農林林⽔⽔産産分分野野でではは、、エエネネルルギギーー利利⽤⽤のの約約99割割以以上上をを化化⽯⽯燃燃料料にに依依存存))  
我が国は、⽯油や天然ガス等の資源に乏しいためエネルギー⾃給率が低く、令和4(2022)

年度のエネルギー⾃給率(IEAベース)は、前年度に⽐べ0.7ポイント低下し12.6%となって
います。 

経済産業省の調査によると、令和4(2022)年度における農林⽔産業のエネルギー消費量
は、前年度に⽐べ3.5%減少し、20万9千 T J

テラジュール
1となっています(図図表表11--33--99)。 

農林⽔産業分野では、エネルギー利⽤の約9割以上を化⽯燃料に依存しており、電⼒の
利⽤は全体の6.3%となっています(図図表表11--33--1100)。化⽯燃料の中では、重油の消費が最も多
く、次いで軽油、ガソリン、灯油の順となっています。特に重油は、農業分野では施設園
芸の暖房に⽤いられる燃焼式加温機で多く消費されています。軽油やガソリンは農業機械、
灯油は穀物を乾燥させる乾燥機で利⽤されることが多くなっています。 

 
 
また、原油価格は、ロシアによるウクラ

イ ナ 侵 略 直 後 に ⼤ き く 上 昇 し 、 令 和
4(2022)年度以降はおおむね下落基調にあ
るものの、⾼い⽔準で不安定に推移してい
ます(図図表表11--33--1111)。 

化⽯燃料については、その価格は地政学
上のリスクや国際的な市場の影響等の他律
的な要因に左右されやすいことから、農業
経営に係る価格の⾒通しを⽴てることが難
しい農業⽣産資材と⾔えます。農林⽔産分
野の持続的な発展に向けては、地域の再⽣
可能エネルギー資源の⼀層の活⽤といった
化⽯燃料に依存しない持続可能なエネルギ
ー調達も重要となっています。 

 
1 テラ・ジュールの略。テラは10の12乗のこと。ジュールは熱量単位 

図表1-3-9 農林⽔産業のエネルギー消費量 

資料：経済産業省「総合エネルギー統計」 
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図表1-3-10 農林⽔産業におけるエネルギー源 
別のエネルギー消費量 

資料：経済産業省「令和4年度総合エネルギー統計」を基に農林⽔産
省作成 

注：「その他」は、潤滑油、LPG、都市ガス、熱を含む。 
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図表1-3-11 原油価格 

資料：⽶国エネルギー情報局「Weekly Petroleum Status Report」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) 参考⽂献⼀覧を参照 
2) 原油価格は、⽶国の代表的な指標原油であるWTI(West Texas 

Intermediate)原油の価格。1バレル=42ガロン≒159ℓ 
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((飼飼料料⾃⾃給給率率はは前前年年度度とと同同⽔⽔準準でで推推移移))  
令和5(2023)年度の飼料⾃給率は、前年度に⽐べ1ポイント上昇し27%となりました(図図

表表11--33--77)。その内訳を⾒ると、粗飼料⾃給率は前年度に⽐べ2ポイント上昇し80%へ、濃
厚飼料⾃給率は前年度と同じ13%となりました。国際情勢に左右される輸⼊飼料への過度
な依存から脱却するためには、限られた農地や労働⼒を有効に活⽤し、国内飼料⽣産基盤
に⽴脚した⽣産へ転換する必要があります。 

このため、農林⽔産省では、畜産農家と耕種農家の連携、コントラクター1等の飼料⽣産
組織の運営強化、品質表⽰による販売拡⼤、国産粗飼料の広域流通、草地整備による⽣産
性向上等を⽀援するとともに、飼料⽣産も含めた地域計画の策定や実現に向けた取組の促
進により、国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤を推進しています。 

 

 
 
((配配合合飼飼料料価価格格はは低低下下傾傾向向でで推推移移すするるもも⾼⾼⽌⽌ままりり))  

家畜の餌となる配合飼料は、その原料使⽤
量のうち約5割がとうもろこし、約1割が⼤⾖
油かすとなっています。我が国は原料の⼤部
分を輸⼊に依存していることから、穀物等の
国際相場の変動に価格が左右されます。令和
3(2021)年以降、とうもろこしの国際相場が
ロシアによるウクライナ侵略等を背景に⾼騰
し、配合飼料の⼯場渡価格は、令和4(2022)
年10⽉に過去最⾼となる10万1千円/tとなり
ました(図図表表11--33--88)。令和5(2023)年以降は、
主産国である⽶国及びブラジルの豊作等によ
り、とうもろこしの国際相場が下落したこと
等を受け、低下傾向で推移しつつあります。
⼀⽅で、円安基調の継続により、依然として
⾼⽌まりしていることから、今後も価格動向
を注視していく必要があります。 

 
1 畜産農家から、播種や収穫等の⾃給飼料の⽣産のための作業を受託する外部⽀援組織 

図表1-3-7 飼料⾃給率 

資料：農林⽔産省「⾷料需給表」 
注：粗飼料及び濃厚飼料を可消化養分総量(TDN)に換算して算出 
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資料：公益社団法⼈配合飼料供給安定機構「飼料⽉報」を基に農林⽔産
省作成 

注：配合飼料価格は、⼯場渡しの全畜種の加重平均価格 
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((農農林林⽔⽔産産分分野野でではは、、エエネネルルギギーー利利⽤⽤のの約約99割割以以上上をを化化⽯⽯燃燃料料にに依依存存))  
我が国は、⽯油や天然ガス等の資源に乏しいためエネルギー⾃給率が低く、令和4(2022)

年度のエネルギー⾃給率(IEAベース)は、前年度に⽐べ0.7ポイント低下し12.6%となって
います。 

経済産業省の調査によると、令和4(2022)年度における農林⽔産業のエネルギー消費量
は、前年度に⽐べ3.5%減少し、20万9千 T J

テラジュール
1となっています(図図表表11--33--99)。 

農林⽔産業分野では、エネルギー利⽤の約9割以上を化⽯燃料に依存しており、電⼒の
利⽤は全体の6.3%となっています(図図表表11--33--1100)。化⽯燃料の中では、重油の消費が最も多
く、次いで軽油、ガソリン、灯油の順となっています。特に重油は、農業分野では施設園
芸の暖房に⽤いられる燃焼式加温機で多く消費されています。軽油やガソリンは農業機械、
灯油は穀物を乾燥させる乾燥機で利⽤されることが多くなっています。 

 
 
また、原油価格は、ロシアによるウクラ

イ ナ 侵 略 直 後 に ⼤ き く 上 昇 し 、 令 和
4(2022)年度以降はおおむね下落基調にあ
るものの、⾼い⽔準で不安定に推移してい
ます(図図表表11--33--1111)。 

化⽯燃料については、その価格は地政学
上のリスクや国際的な市場の影響等の他律
的な要因に左右されやすいことから、農業
経営に係る価格の⾒通しを⽴てることが難
しい農業⽣産資材と⾔えます。農林⽔産分
野の持続的な発展に向けては、地域の再⽣
可能エネルギー資源の⼀層の活⽤といった
化⽯燃料に依存しない持続可能なエネルギ
ー調達も重要となっています。 

 
1 テラ・ジュールの略。テラは10の12乗のこと。ジュールは熱量単位 

図表1-3-9 農林⽔産業のエネルギー消費量 

資料：経済産業省「総合エネルギー統計」 
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